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４ 監 第 1 0 5 号 

令和５年３月23日 

 

 い わ き 市 議 会 議 長  大 峯 英 之 様 

 い わ き 市 長  内 田 広 之 様 

 

 

いわき市監査委員  増 子 裕 昭   

同      大和田 了 寿   

同      安 田 成 一   

同      福 嶋 あずさ   

 

   定期監査等の結果に関する報告について 

 

 地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第１項、第２項及び第４項の規定による監査をいわ

き市監査基準に基づき実施しましたので、同条第９項の規定により、その結果に関する報告を次

のとおり提出します。 

 

１ 監査の対象 

 ⑴ 支所 

 ⑵ 都市建設部 

 

２ 監査実施期間 

⑴ 支所（令和４年11月18日から令和５年３月17日まで） 

 ⑵ 都市建設部（令和４年12月21日から令和５年３月17日まで） 

 

３ 監査の範囲 

  令和４年４月１日から同年９月30日までに、執行された財務に関する事務等について、次の

項目が適正かつ効率的に行われているかを監査した。 

 ⑴ 予算の執行 

 ⑵ 収入事務 

 ⑶ 支出事務 

 ⑷ 契約事務 

 ⑸ 財産管理事務 

 ⑹ その他 

 

４ 監査の対象のリスク 

  監査業務を効率的かつ効果的に実施するため、監査等の対象のリスクを識別し、そのリスク

の内容及び程度を評価した上で、本市においてリスクが高いと評価される事務を選定して監査

した。 

 ⑴ 随意契約に関する事務 

 ⑵ 補助金に関する事務 

 ⑶ 現金（郵便切手等を含む）の保管に関する事務 

 ⑷ 収納に関する事務 

 ⑸ 他自治体において、リスクが顕在化した事例等 

 ⑹ 前回指摘した事項 

 ⑺ その他 

 



 
５ 監査の方法 

⑴ 支所 

現地に赴き、あらかじめ提出を求めた資料により、各支所長等から事務事業の概況に

ついて説明を受けるとともに、質問する等により事情聴取を行った。 

また、提出された資料と書類・諸帳簿等を主体として照合し、検討を加え、必要に応

じ関係職員に質問する等の手法により実施した。 

⑵ 都市建設部 

 部長以下関係職員の出席のもと、あらかじめ提出を求めた資料により、事務事業の概

況について説明を受けるとともに、質問する等により事情聴取を行った。 

また、提出された資料と書類・諸帳簿等を主体として照合し、検討を加え、必要に応

じ関係職員に質問する等の手法により実施した。 

 

６ 監査の結果 

  監査対象部局ごとに、次に掲げるとおり。 
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支所 

 

＜監査の結果＞ 

 

  財務に関する事務等の処理状況は、おおむね法令に適合し、正確で、経済的、効率的か

つ効果的に行われていると認められたが、次のとおり一部に改善を要する事項及び検討を

要する事項が認められたので、内容を十分把握し、それぞれ必要な措置を講じ、今後の事

務処理に万全を期されたい。 

  なお、事務処理上留意すべき点で軽易なものについては、口頭で留意又は改善を促した。 

 

 

＜是正改善を要する事項＞ 

 

１ 収入事務（その１） 

 

 道路占用料に係る収入事務において、占用料の算出に誤りのある例が認められた。 

（小名浜支所経済土木課） 

 

※ 令和４年７月28日付けで行った足場設置に係る道路占用許可に伴う道路占用料につい

て、その占用期間が令和４年７月28日から同年９月25日までであることから、市道路占

用料条例第４条第２号の規定により、１月未満の端数を１か月分とし、合わせて２か月

分として算出すべきところ、３か月分として占用料を算出していた。 

 

 

 民法 

  （暦による期間の計算） 

第 143条 週、月又は年によって期間を定めたときは、その期間は、暦に従って計算する。 

２ 週、月又は年の初めから期間を起算しないときは、その期間は、最後の週、月又は年にお

いてその起算日に応当する日の前日に満了する。ただし、月又は年によって期間を定めた場

合において、最後の月に応当する日がないときは、その月の末日に満了する。 

 

 

いわき市道路占用料条例 

（占用料の額） 

第２条 占用料の額は、別表のとおりとする。 

 （算出の基礎） 

第４条 占用料の額の算出基礎は、次の各号による。 

⑴ （略） 

⑵ 占用料の額が月額で定められている占用物件に係る占用の期間が１月未満であるとき、

又はその期間に１月未満の端数があるときは、１月として算出するものとする。 

⑶～⑷ （略） 
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 別表（第２条関係） ※ 抜粋 

占用物件 
占用料 

単位 金額 

   円 

政令第７条第４号に掲げる工事用施設及び同条第

５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方メート

ルにつき１月 

96  

備考 

１～６ （略）  
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２ 収入事務（その２） 

 

土地境界に関する調査証明手数料に係る収入事務において、手数料の算出に誤りのある

例が認められた。 

（四倉支所経済土木課） 

 

※ 土地境界に関する調査証明手数料については、市手数料条例の規定に基づき、１境界

を１件とし、１件につき250円納付することとされている。また、その件数については、

境界確定事務を行う関係各部で策定された境界確定事務取扱要領に基づき算出すること

とされており、同要領では１境界とは１筆と１筆の土地の境であることを基本とした取

扱いとなっている。 

   令和４年６月14日に手数料を徴収した四倉地区の市道に係る境界確定事務においては、

３境界を調査し３件分として750円と算出しなければならないところを２件分として500

円と算出していた。 

 

 

いわき市手数料条例 

（手数料の額等） 

第２条 手数料の種類及び額は、別表のとおりとする。 

 

別表（第２条関係） 

 種類 
手数料の額 

（１件につき） 
件数区分 

 円  

公租に関する証明 250 １年度、１税目に関する事項を１件とする。 

土地、家屋、償却資産に関す

る証明 
250 

土地については、３筆までを１件とし、家屋に

ついては、家屋番号１号（未表示家屋について

は１棟）を１件とし、償却資産については、１

物件を１件とし、１筆、１号、１物件を増すご

とに50円を加えた額とする。 

土地境界に関する調査証明 250 １境界を１件とする。 

消防に関する証明 250 １通を１件とする。 

その他の証明 250 １通を１件とする。 

固定資産課税台帳、土地名寄

帳、家屋名寄帳又は地籍図の

閲覧 

250 
１枚を１件とする。ただし、地籍図については、

１字を１件とする。 

その他の公簿、公文書又は図

面の閲覧 
250 １種類１回を１件とする。 

 

 

境界確定事務取扱要領 

【手数料の額について】 

・ いわき市手数料条例第２条の別表、「土地境界に関する調査証明」により、１境界を１

件とし、１件につき250円と徴収する。 

・ １境界とは、１筆と１筆の土地の境であることから、次の事例を参考に境界数を決める

ものとする。 

・ 公共用財産が１筆であっても、管理者が異なる場合は、別な筆として取扱いものとする。 

  ・  （略） 
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○ 境界件数の取扱い例（抜粋） 
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３ 収入事務（その３） 

行政財産の附帯設備使用に伴う収入事務において、私用電気料の算定が不適切な例が認

められた。 

（内郷支所） 

 

※ 行政財産使用許可に伴う電気料金の実費負担金については、「行政財産の使用許可に

おける事務取扱いについて（平成25年10月25日付財政部長通知）」の規定により、子メ

ーターがある場合として算出しているが、算定の要素である「使用許可部分の電力使用

量」と「使用許可部分を含む施設の電力使用量」の計量期間が一月異なっており、使用

者の負担割合が不適切であった。【類例１件あり】 

 

 

いわき市財務規則 

（光熱水費等の負担） 

第246条 財産管理者は、行政財産の使用許可を受けて当該財産を使用する者をして、当該財産

に附帯する電話、電気、ガス及び水道等の諸設備の使用に必要な経費を負担させなければな

らない。ただし、市長が特に認めるときは、免除することができる。 

 

 

行政財産の使用許可における事務取扱いについて（平成25年10月25日財政部長通知） 

【別紙３】光熱水費（いわき市財務規則） 

２ 徴収の方法 

⑴ 電気代  

① 子メーターがある場合 

使用許可部分を含む施設に係る請求金額 × 
使用許可部分の使用量 

使用許可部分を含む施設の使用量 

 ② （略） 

⑵～⑶ （略） 
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４ 収入事務（その４） 

 

 畜犬登録等手数料に係る収入事務において、指定金融機関等への払込みが遅延している

例が認められた。 

（小名浜支所市民課、勿来支所市民課） 

 

※ 小名浜支所市民課において、畜犬登録等手数料として令和４年８月18日（木）に受領

した現金については、市財務規則第49条の３第１項の規定に基づき、遅くとも指定金融

機関等の翌営業日である同月19日（金）までに払い込まなければならないが、同月23日

（火）に払い込まれていた。【類例１件あり】 

   なお、勿来支所市民課においても、同様の例が認められた。 

 

 

いわき市財務規則 

（収納金の払込み） 

第49条の３ 出納機関は、現金又は証券を受領したときは、その日のうちに現金等払込書（第

16号様式）に当該現金又は証券を添付して指定金融機関等に払い込まなければならない。た

だし、指定金融機関等の営業時間後又は休日に係るものにあつてはその翌営業日に、出張し

て収納したもの及び天災等の理由によりその日のうちに払い込むことができないものにあつ

ては帰庁の日又はその理由の終了した日（指定金融機関等の営業時間後又は休日に帰庁し、

又はその理由が終了したときはその翌営業日）に直ちにこれを払い込まなければならない。 

２ （略） 
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５ 収入事務（その５） 

 

 行政財産の附帯設備使用に伴う収入事務において、督促が行われていない例が認められ

た。 

（内郷支所） 

 

※ 行政財産使用許可に伴う水道料金の実費負担金について、納期限である令和４年５月

26日を過ぎても債務を履行しない者に対し、市債権管理条例施行規則第３条の規定に基

づき、納期限後20日以内（同年６月15日まで）に書面により督促をしなければならない

が、収納日（同年６月30日）までの間、督促が行われていなかった。なお、私用下水道

料においても、同様の例が認められた。 

 

 

いわき市債権管理条例 

（督促） 

第６条 債権管理者は、市の債権について、履行期限までに履行しない者があるときは、規則 

で定めるところにより、期限を指定してこれを督促しなければならない。 

 

 

いわき市債権管理条例施行規則 

（督促） 

第３条 条例第６条の規定による督促は、履行期限後20日以内に書面により行うものとし、督

促に指定する期限は、当該督促をする日から10日以内の日とする。 
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６ 契約事務 

 

 契約事務において、指名停止期間中の有資格業者を随意契約の見積合わせに参加させて

いる例が認められた。 

（四倉支所市民課） 

 

 ※ 四倉支所消防用設備等保守点検業務委託に係る契約事務について、指名停止期間中（令

和４年３月12日～令和５年12月11日）の有資格業者を随意契約の見積合わせに参加させ

ていた。 

 

 

 いわき市競争入札有資格者指名停止等措置要綱 

  （随意契約の相手方の制限） 

 第８条 市長は、指名停止期間中の有資格業者を随意契約の相手方としてはならない。ただ

し、やむを得ない事由があるときはこの限りではない。 
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７ 財産管理事務 

 

郵便切手等の管理に関する事務について、郵便切手等管理簿が整理されていない例が認

められた。 

（常磐支所市民課） 

 

※ 郵便切手等については、市文書等管理規程第48条第４項の規定に基づき郵便切手等管

理簿によりその受払いの状況を明らかにしておかなければならないが、監査実施時点（令

和４年12月６日）において、郵便切手等管理簿にはレターパックの繰越及び受払状況の

記載がなく、レターパックの現物と一致していなかった。 

 

 

 いわき市文書等管理規程 

（発送） 

第48条 （略） 

２～３ （略） 

４ 郵便切手又は料額印面の付いた郵便はがき等の受払いについては、郵便切手等管理簿（第

11号様式）により、その受払いの状況を明らかにしておかなければならない。 
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＜意見又は要望とする事項＞ 

 

収入事務（収入金の納入通知に係る事務の適正化について） 

 

市の収入金のうち納入の通知を要するものについては、市財務規則第43条の規定に基づ

き納期限を指定し、第47条に定める期限までに納入義務者に対し納入通知書により通知し

なければならない。納入通知は納入義務者に対しその歳入を納入すべき旨を通知する行為

であり、指定すべき納期限は、納入義務者が納入通知書の受領後、納入しうる合理的な期

間と解される。この納期限までに納入されない収入金については、法令又は他の条例等に

特別の定めがある場合を除き、市債権管理条例及び同施行規則に基づき督促しなければな

らない。 

今回、各支所の収入金において、納入通知書を、納期限が到来した後に送付した例が認

められた。 

市財務規則に定める発行期限を過ぎて納入通知書を発した場合は、納入義務者において

は、納入までの期間が短縮されてしまうことから、納期限までに納入できず督促の対象と

なり、債権の種類に応じて督促手数料及び延滞金、遅延損害金の請求等の不利益が生じる

恐れがある。さらに本来、納期限が到来した納入通知はあり得ず、市民の市政への信頼を

損ねるものであり、債権管理上も問題があることから厳に慎み、納入通知書の発行が遅延

しないよう現行の事務処理を見直すとともに、請求漏れを防止する仕組みづくりなど、内

部統制の強化に努められることを望むものである。 

（小名浜支所経済土木課、勿来支所経済土木課、 

四倉支所市民課、四倉支所経済土木課、遠野支所、川前支所） 

 

 【事例１】 小名浜支所経済土木課 

 ※ 占用期間が２会計年度以上にわたる道路占用料に係る収入事務において、納入通知書を、

事務処理の遅延により、市道路占用料条例第３条ただし書に定める納期限が到来した後に送

付した例が認められた。 

   なお、勿来支所経済土木課、四倉支所経済土木課においても、同様の例が認められた。 

 

【事例２】 四倉支所市民課 

 ※ 行政財産目的外使用許可に伴う附帯設備使用の実費負担金に係る収入事務において、納入

通知書を、事務処理の失念により、市財務規則第43条第４号に定める納期限が到来した後に

送付した例が認められた。 

   なお、遠野支所においても、同様の例が認められた。 

 

 【事例３】 川前支所 

 ※ 川前財産区の土地貸付料に係る収入事務において、納入通知書の発送を、土地貸付契約の

解除の可能性から留保したため、市財務規則第43条第１号に定める納期限が到来した後に

送付した例が認められた。 

 

 

いわき市道路占用料条例 

（占用料の徴収） 

 第３条 占用料は、法第32条第１項若しくは第３項の規定により許可をし、又は法第35条の
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規定により同意をした占用の期間（電線共同溝に係る占用料にあつては、電線共同溝の整

備等に関する特別措置法（平成７年法律第39号。以下「電線共同溝整備法」という。）第

10条、第11条第１項若しくは第12条第１項の規定により許可をし、又は電線共同溝整備法

第21条の規定により協議が成立した占用することができる期間（当該許可又は当該協議に

係る電線共同溝への電線の敷設工事を開始した日が当該許可をし、又は当該協議が成立し

た日と異なる場合には、当該敷設工事を開始した日から当該占用することができる期間の

末日までの期間）。以下同じ。）に係る分を、当該占用の許可又は同意をした日（電線共

同溝に係る占用料にあつては、電線共同溝整備法第10条、第11条第１項若しくは第12条第

１項の規定により許可をし、又は電線共同溝整備法第21条の規定により協議が成立した日

（当該許可又は当該協議に係る電線共同溝への電線の敷設工事を開始した日が当該許可を

し、又は当該協議が成立した日と異なる場合には、当該敷設工事を開始した日）。以下同

じ。）に納入通知書により一括して徴収する。ただし、占用の期間が２会計年度以上にわ

たるものについては、次年度以降の占用料は、その年度分をその年度の４月末日までに徴

収する。 

２ （略） 

 

 

いわき市財務規則 

（納期限） 

第43条 収入金の納期限は、別段の定めがある場合はこれにより、定めがない場合は次の各号

に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるところにより指定しなければならない。 

⑴ 会計年度単位で定めた収入金 その年度の４月末日 

⑵ 月単位で定めた収入金 その月の10日 

⑶ 日単位で定めた収入金 その初日 

⑷ その性質上、前３号の定めによることができない収入金 調定の日から14日以内の日 

（納入の通知） 

第45条 収入決定権者は、歳入の調定をしたときは、施行令第154条第２項の規定により納入の

通知を必要としないものを除き、速やかに納入義務者に対し、納入通知書により納入の通知

をしなければならない。 

２～３ （略） 

（納入通知書の発行期限） 

第47条 納入通知書は、別段の定めがある場合を除くほか、次の各号に定めるところによりこ

れを発しなければならない。 

⑴ 定期の収入は、当該収入金に係る納期限の７日以前 

⑵ 契約による収入は、当該収入金に係る納期限の７日以前 

⑶ 前２号に定める収入以外の収入は、当該収入金に係る納期限の10日以前 
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都市建設部 

 

＜監査の結果＞ 

 

  財務に関する事務等の処理状況は、おおむね法令に適合し、正確で、経済的、効率的か

つ効果的に行われていると認められたが、次のとおり一部に改善を要する事項が認められ

たので、内容を十分把握し、それぞれ必要な措置を講じ、今後の事務処理に万全を期され

たい。 

  なお、事務処理上留意すべき点で軽易なものについては、口頭で留意又は改善を促した。 

 

 

＜是正改善を要する事項＞ 

１ 収入事務 

 

 使用料に係る収入事務において、指定金融機関等への払込みが遅延している例が認めら

れた。 

（都市整備課） 

 

※ 平鉄北駐車場使用料として令和４年５月25日（水）に受領した現金については、市財

務規則第49条の３第１項の規定に基づき、遅くとも指定金融機関等の翌営業日である同

月26日（木）までに払い込まなければならないが、同月27日（金）に払い込まれていた。 

 

 

いわき市財務規則 

（収納金の払込み） 

第49条の３ 出納機関は、現金又は証券を受領したときは、その日のうちに現金等払込書（第

16号様式）に当該現金又は証券を添付して指定金融機関等に払い込まなければならない。た

だし、指定金融機関等の営業時間後又は休日に係るものにあつてはその翌営業日に、出張し

て収納したもの及び天災等の理由によりその日のうちに払い込むことができないものにあつ

ては帰庁の日又はその理由の終了した日（指定金融機関等の営業時間後又は休日に帰庁し、

又はその理由が終了したときはその翌営業日）に直ちにこれを払い込まなければならない。 

２ （略） 

 

  



13 

 

２ 支出事務 

 

 補助金の交付事務において、添付すべき書類の提出がないまま申請書等を受理し、交付

決定を行っている例や、額の確定を行っている例が認められた。 

（都市整備課、建築指導課、公園緑地課） 

 

【事例１】都市整備課 

※ いわき市浜まち宅地再生支援事業補助金の交付事務において、「市補助金等交付規則」

第４条第１項第２号及び第３号の規定による収支予算書及び前年度決算書の添付がない

まま申請を受理し、交付決定していた。【類例２件あり】 

 

【事例２】建築指導課 

※ いわき市ブロック塀等撤去支援事業補助金の交付事務において、「市補助金等交付規則」

第４条第１項第１号、第２号及び第３号の規定による事業計画書、収支予算書及び前年

度決算書の添付がないまま申請を受理し、交付決定していた。 

また、同規則第12条第１号の規定による収支決算書がないまま実績報告を受理し、額

の確定を行っていた。 

 

【事例３】公園緑地課 

※ いわき市生垣設置奨励補助金の交付事務において、「市補助金等交付規則」第４条第１

項第２号及び第３号の規定による収支予算書及び前年度決算書の添付がないまま申請を

受理し、交付決定していた。 

また、同規則第12条第１号の規定による収支決算書がないまま実績報告を受理し、額

の確定を行っていた。 

 

  なお、事例１から事例３について、いずれも、要綱の規定が実態に合わない場合は、そ

の改正等について検討されたい。 

 

 

いわき市補助金等交付規則 

（補助金等の交付の申請） 

第４条 補助金等の交付の申請をしようとする者は、補助金等交付申請書（第１号様式）に次

に掲げる書類を添えて、市長の定める期日までに提出しなければならない。 

⑴ 事業計画書 

⑵ 収支予算書 

⑶ 前年度決算書 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、補助事業等の目的及び内容により必要がないと認めるときは、前項の添付書類の

一部を省略させることができる。 

（実績報告） 

第12条 補助事業者等は、当該補助事業等が完了したときは、その事業が完了した日から起算

して15日以内に、補助事業等実績報告書（第７号様式）に次に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。ただし、市長が指定する補助事業等については、この限りでない。 

⑴ 収支決算書 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

 

 

いわき市浜まち宅地再生支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 
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第１条 この要綱は、いわき都市計画事業震災復興土地区画整理事業施行地内（小名浜港背後

地を除く。）への移住及び定住の促進を図り、もって地域コミュニティの再生及び復興まちづ

くりを推進するため、空き地バンクに、空き地の情報を登録し当該空き地を売却した者、登

録されている空き地を取得し（空き地を賃借する場合を含む。以下同じ。）住宅を新築等した

者及び登録されている空き地の売買を仲介した指定宅建業者に対する補助金の交付について、

いわき市補助金等交付規則（昭和 45年いわき市規則第 24号。以下「規則」という。）に定め

るもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（申請書の提出期限等） 

第５条 規則第４条第１項に規定する期日並びに同項第１号及び第４号に規定する書類につい

ては、別表第３に定めるところによる。 

 

別表第３（第５条関係） 

種類 申請書の提出期限 申請書に添付する書類 

空き地バンク仲

介手数料支援金 

売買契約を締結した日が

属する年度の末日 

⑴ 売買契約書の写し 

⑵ 仲介手数料を支払ったことが確認できる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

空き地バンク登

録物件活用支援

金 

当該補助金の対象となる

住宅に居住を開始した日

の属する年度の末日 

⑴ いわき市浜まち宅地再生支援事業補助金事業計

画書（第１号様式） 

⑵ 居住に関する誓約書 

⑶ 暴力団等反社会勢力でないことを警察等関係機

関へ照会することに関する同意書 

⑷ 同一世帯全員の住民票の写し 

⑸ 同一世帯全員の納税証明書（課税がない者にあ

っては、課税証明書） 

⑹ 住宅の取得に係る工事請負契約書又は売買契約

書の写し 

⑺ 建築基準法（昭和25年法律第201号）第６条第４

項又は第６条の２第１項の規定により交付を受け

た確認済証の写し及び同法第７条第５項又は第７

条の２第５項の規定により交付を受けた検査済証

の写し 

⑻ 建物登記簿の全部事項証明書 

⑼ 住宅と住宅以外の用途を併用する住宅の場合は

住宅部分と住宅以外の部分とその面積が確認でき

る図面 

⑽ その他市長が必要と認める書類 

空き地バンク物

件成約奨励金 

売買契約を締結した日が

属する年度の末日 

⑴ 売買契約書の写し 

⑵ 仲介手数料の支払いを受けたことが確認できる

書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

 

 

いわき市ブロック塀等撤去支援事業実施要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、地震発生時におけるブロック塀等の転倒又は倒壊による被害を未然に防

止するため、倒壊等のおそれのあるブロック塀等の撤去等を行う者に対し、予算の範囲内に

おいて行う補助金の交付に関して、いわき市補助金等交付規則（昭和45年いわき市規則第24

号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の交付申請） 
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第10条 規則第４条第１項の規定による補助金の交付申請は、前２条の規定による事前協議が

完了した後、次に掲げる書類を添えて、市長に申請しなければならない。 

⑴ 工事見積書 

⑵ 市税の滞納が無いことを確認できる書類 

⑶ その他市長が必要と認める書類 

（実績報告） 

第13条 補助対象者は、補助事業が完了したときは、その完了の日から起算して15日を経過し

た日又は補助金の交付決定があった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに、規

則第12条に規定する実績報告を行わなければならない。 

２ 前項の規定による実績報告の添付書類は、次に掲げるものとする。 

⑴ 補助対象事業に係る契約書等の写し 

⑵ 領収書の写し 

⑶ ブロック塀等の撤去完了写真 

⑷ 産業廃棄物管理票の写し 

⑸ その他市長が必要と認める書類 

 

 

いわき市生垣設置奨励補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、いわき市都市緑化基金条例（昭和 61年いわき市条例第４号）第４条第１

項第１号の規定に基づき都市緑化の推進及び緑の保全に対する助成の一環として生垣を設置

する者に対して行う補助金の交付に関して、いわき市補助金等交付規則（昭和 45年いわき市

規則第 24号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（申請書の添付書類） 

第７条 規則第４条第１項第４号に規定する書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 見積書 

⑵ 着工前写真 

⑶ 納税証明書 

（実績報告書の添付書類） 

第９条 規則第12条第１項第２号に規定する書類は、次に掲げるとおりとする。 

⑴ 工事費内訳書 

⑵ 領収書の写し 

⑶ 完成写真 
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３ 契約事務（その１） 

 

 契約事務において、いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱に基づく必要な

措置が講じられていない例が認められた。 

（勿来区画整理事務所） 

  

※ 普通財産の貸付に係る契約事務について、いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関

する要綱第４条第３項の規定による「契約の締結に当たっては、当該契約の締結後にお

いて、当該契約が『契約等の相手方が排除措置対象者であること』又は『公有財産の売払

い又は貸付けに係る物件が暴力団の事務所等の用途に使用されていること』のいずれか

に該当することが判明した場合に当該契約を解除することができるよう、あらかじめ契

約書中にその旨を規定する等必要な措置」が講じられていなかった。【類例１件あり】 

 

 

いわき市契約等に係る暴力団等の排除に関する要綱 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 契約等 次に掲げる契約又は指定をいう。 

ア 建設工事又は製造の請負に係る契約 

イ 測量又は設計に係る委託契約 

ウ 工事用原材料の購入に係る契約 

エ 役務の提供に係る委託契約 

オ 物品の購入、借入れ若しくは売払い又は修繕に係る契約 

カ 公有財産の売払い又は貸付けに係る契約 

キ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３項に規定する指定管理者の指定 

⑵～⑺ （略） 

（契約等からの暴力団等の排除） 

第３条 その者又はその役員等が次の各号のいずれかに該当する者として警察等関係機関が確

認した契約等の相手方については、次条から第７条までに定めるところにより、市の契約等

から排除するための措置を講ずるものとする。 

⑴ 暴力団等と認められる者 

⑵ 暴力団等に対する資金の供給、便宜の供与等を行い、暴力団等の維持運営を図るために

協力し、又は関与していると認められる者 

⑶ 自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図り、又は第三者に債務の履行を強要し、若

しくは損害を加える目的をもって暴力団の威力又は暴力団等を利用していると認められる

者 

（契約からの排除措置） 

第４条 一般競争入札又は指名競争入札の方法により契約を締結しようとするときは、当該入

札に参加する者に必要な資格について、前条の規定により市の契約等から排除する措置の対

象となる者（以下「排除措置対象者」という。）に該当しないことを要件とするものとする。 

２ 随意契約の方法により契約を締結しようとするときは、その所有する不動産を購入する必

要がある等やむを得ない事由がある場合を除き、排除措置対象者と契約を締結しないように

するものとする。 

３ 契約の締結に当たっては、当該契約の締結後において、当該契約が次の各号のいずれかに

該当することが判明した場合に当該契約を解除することができるよう、あらかじめ契約書中

にその旨を規定する等必要な措置をとるものとする。 

  ⑴ 契約等の相手方が排除措置対象者であること。 

⑵ 公有財産の売払い又は貸付けに係る物件が暴力団の事務所等の用途に使用されているこ

と。 
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契約等からの暴力団等の排除について（財政部契約課策定） 

（抜粋） 

５ 入札・契約時の事務処理について 

今後において、各部署で入札・契約事務等を行う場合には、仕様説明又は仕様等資料配布

時に、排除措置の対象となる者については入札等に参加できないことを明示（※１）し、ま

た、契約締結の際には、契約期間中において相手方が暴力団等であることが判明した際の契

約解除条項を契約書に記載（※２）するようにしてください。 

※１ 入札参加排除規定の文言等については、「いわき市工事等に係る指名競争入札参加

者の資格審査及び指名等の基準に関する要綱」又は「いわき市物品購入等に係る指名

競争入札への参加資格、指名の基準等に関する要綱」の改正後の規定等を参考にして

ください。 

※２ 契約解除条項の規定文言等については、「いわき市工事請負契約約款」又は「いわ

き市物件供給契約約款」の改正後の規定等を参考にしてください。 
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４ 契約事務（その２） 

 

 契約事務において、契約保証金の免除に関する手続きが不適切な例が認められた。 

（勿来区画整理事務所） 

 

※ 錦町須賀防災集団移転跡地維持管理業務委託の契約事務においては、市財務規則第136

条第６項第４号を適用し、契約保証金の納付を免除しているが、過去２年間における契

約実績は同号の要件を満たしていなかった。契約保証金の免除にあたっては、その根拠

を明らかにしたうえで決定する必要がある。 

 

 

いわき市財務規則 

（契約保証金） 

第136条 契約権者は、契約の相手方となるべき者をして、請負代金額又は契約代金額（単価

による契約にあつては、単価に予定数量を乗じて得た額）の10分の１以上の額（市有財産売

却システムによる一般競争入札にあつては、当該一般競争入札に係る入札保証金の額に相

当する額）の契約保証金を現金（現金に代えて納付する小切手にあつては、指定金融機関又

は指定代理金融機関が振り出したもの又は支払保証したものに限る。）で納めさせなければ

ならない。 

２～５ （略） 

６ 契約権者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、前各項の規定にかかわらず、契約保

証金の全部又は一部を納めさせないことができる。 

⑴ 契約の相手方が官公署であるとき。 

⑵ 契約の相手方が、保険会社との間に市長を被保険者とする履行保証保険契約を締結し

たとき。 

⑶ 契約の相手方から委託を受けた保険会社と工事履行保証契約を締結したとき。 

⑷ 契約（工事又は製造の請負契約並びに設計、測量及び調査の委託契約を除く。）の相手

方が、過去２年間に市若しくは他の地方公共団体又は国とその種類及び規模をほぼ同じ

くする契約を数回以上にわたり締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を履行

しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

⑸ １件の請負代金額が500万円未満の工事又は製造の請負契約を締結する場合において、

契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

⑹ １件の契約代金額が300万円未満の設計、測量及び調査の委託契約を締結する場合にお

いて、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

⑺ 随意契約（次号に規定する随意契約を除く。）を締結する場合において、請負代金額又

は契約代金額が50万円未満のもので、契約の相手方が契約を履行しないこととなるおそ

れがないと認められるとき。 

⑻ 土地又は建物の売却に係る随意契約を締結する場合において、契約の相手方が契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。 

７～８ （略） 

 

 

 

 

 

 


